
基本手当 ➡

一般被保険者 技能取得手当 ➡

寄宿手当 ➡

傷病手当※③ ➡

求職者給付 高齢者 高年齢求職者給付金 ➡

短期雇用特例 特例一時金 ➡

日雇い労働者 日雇労働求職給付金 ➡

就業促進手当 ➡

失業等給付 就職促進給付 移転費 ➡

労使折半 求職活動支援金 ➡

※②

教育訓練給付 教育訓練給付金 ➡

高年齢雇用継続給付 高年齢雇用継続基本給付金 ➡

雇用継続給付 高年齢再就職給付金 ➡

介護休業給付 ➡

労使折半

育児休業給付 育児休業給付金 ➡

2020年に独立※① 出生時育児休業給付金 ➡

雇用保険二事業 雇用安定事業 ➡

事業主のみ 能力開発事業 職業訓練受講給付金 ➡

※① ＾

※②

※③

※④

※⑤

出生から8週未満の期間に、28日を限度として２回まで分割可能。基本賃金の67％が支給される。

雇

用

保

険

雇用保険制度の全事業

ハローワークの指示により職業訓練を受講する場合に支給される。

被保険者が失業した際に支給される。

ハローワークの指示により職業訓練を受講する場合に支給。

職業訓練を受講する場合に家族と別居して寄宿する際に支給。

求職中に疾病または負傷して、15日以上求職できない場合に給付。

1歳または、1歳2カ月まで※④に180日を限度として休業した場合、基本賃金の67％が支給される。

65歳以上の被保険者が失業した場合、一時金として支給される。※⑤

4ヶ月以上の期間を定めて雇用される被保険者が対象。例）海の家、スキー場など

パパ・ママ育休プラス制度を利用すると、1歳2カ月まで延長が可能。

失業者が65歳以上の場合は、求職者給付は受け取れず、こちらの制度が自動的に適応されます。

日々雇入れられる被用者を対象した一時金

医療保険から給付される傷病手当金とは異なる制度です。

本来受け取れるはずの基本手当の所定給付日数の一部を残して再就職をした場合に給付。

就職や職業訓練の為に住所を変する必要がある場合に支給。

求職活動や短期の教育訓練の為に交通費や受講料保育等のサービスを利用した際に給付。

被用者や離職者が厚生労働大臣の指定する教育訓練受講し、終了した場合に費用の一部が支給。

60歳以降も継続して雇用され、賃金が75％未満に減額された場合。

60歳以降に再就職し、給与の基準額から75％未満となった場合。

通算で93日を限度として、分散して３回まで取得可能。基本賃金の67％が支給される。

2020年4月に失業等給付から独立し、育児休養から労働者を守る給付と位置づけられた。

雇用調整助成金やトライアル雇用助成金等が給付される。

失業等給付と育児休業給付は労使折半、雇用保険二事業は事業主拠出金のみで賄られる。


